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ミーティングが開催される場合，その参加者は他の参加者とミーティングに関する合意を形成することが前提
となる．自発的なミーティングにおいては，そのミーティングに参加するインセンティブの最も低い者の意思
によって決定される．近年，家族形態の多様化や社会構造の変化に伴い，各個人の時間価値が多様化し，ミー
ティング時間の形成に大きな影響を及ぼしている．そこで本研究では，家庭内で行われるミーティングを対象
とし，各個人の意思によるミーティングの終了という事象を競合リスク事象として捉え，各種のミーティング
時間に関して生存時間分析を行う．またその結果をもとに，各個人の属性がミーティング時間に及ぼす影響に
ついて考察する．
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1. はじめに

多くの交通行動において，交通主体は他人の意思と

無関係にその行動のすべてを決定できるものではない．

多かれ少なかれ，他人の意思が交通行動の決定に関与

している．特に相手と直接会ってコミュニケーション

を行うミーティングにおいては，相手とミーティング

に関する合意を形成することが前提となる．ミーティ

ングが開催される場合，そのミーティングに参加する

人々は互いに時間を調整し，同一の時間，場所に集合

するという個人の意思決定における相互作用を働かせ

ている．

このようなミーティング参加者間の合意の下で，人

間は日常生活のあらゆる側面においてミーティングを

行っている．交渉・集金・打ち合わせという多くの業務

トリップや，友人や恋人との交際等はミーティング自体

を目的としている．通院，通学，通勤，買い物トリップ

を規定する多くの制度的条件や慣習も人間のミーティ

ングの積み重ねにより形成されたものである．このよ

うな数あるミーティングの中で，家族の中で行われる

ミーティング（以下，家族ミーティングと記す）は最も

基本的なコミュニケーション行動の 1つであり，各家

族において様々な種類のミーティングが膨大に行われ

ている．また，家族のミーティング行動は交通行動の

生成に多様な影響を及ぼしている．

ミーティングは社会，経済，文化の発展に極めて重要

な役割を果たすものの，一方で人間の時間価値が増大

するほどミーティングの形成が困難になっていくとい

う基本的な矛盾律が存在する1)．交通・通信技術が高度

に発展した現代においては，コミュニケーション行動

の自由度の飛躍的な増大が個人の時間価値の増大を招

き，家族ミーティングの形成を妨げている可能性は高

い．また，家族ミーティングを形成する場合，家族の中

の個人は家族形態や勤務状況，利用可能な交通等に依

存して様々な制約条件を持っており，ミーティングに割

くことの出来る時間は個人によって異なる．そのため，

個人は自由にミーティング時間を決定することは出来

ず，実現されたミーティング時間に家族の中の全ての

人間が満足しているわけではない．また，達成される

家族ミーティングの時間は家族ごとに異なっており，社

会的に最適なミーティング時間を取ることができない

家族も少なくない．こうした家族ミーティングの過少

消費に伴い，家庭内に生じている制約条件を取り除き，

あるいはその影響を弱め，最適なミーティング時間の

達成を促すための公共政策の実施が求められている．

そこで本研究では，家族ミーティングの開始から終

了までの時間に関する生存時間分析を行う．その上で，

個人の持つ属性が各ミーティングへのインセンティブ

に与える影響やその度合いを評価し，最適なミーティ

ング時間を達成するために改善すべき属性を特定する．
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また，ミーティング形成時の参加者間の相互作用を考

慮するため，各個人の意思によるミーティングの終了

という事象を競合リスク事象として扱い，各種のミー

ティングが競合するリスクの中の 1つによって終了す

ると考える．

以下，2.で，本研究の基本的な考え方を説明する．3.

で，競合リスクハザードモデルの定式化を行う．4.で，

モデルの推計方法を説明する．5.で，社会生活基本調

査を利用した適用事例について考察する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 従来の研究概要

ミーティングは知識社会における重要なコミュニケー

ション行動であり，主として交通行動モデルとして表現

されてきた．伝統的な交通行動モデリングでは，個人

の行動を他人の意思決定とは切り離してモデル化する

という方法論が採用されてきた．しかし近年，個人の

意思決定の相互作用を明示的にモデル化するアプロー

チがいくつか提案されている．小林等はランダム・マッ

チングモデル2)により個人間の意思決定の相互作用を直

接モデル化している．森川等は，他人の効用水準が自

分の効用に影響を及ぼすようなランダム効用モデルを

提案している3)．また，小林等はミーティング形成時の

意思決定の相互作用を考慮したコミュニケーション行

動の確率的均衡を求め，情報通信技術の発展や交通施

設の整備がミーティング均衡にもたらす影響について

理論的に考察している4)．このように，ミーティングの

モデル化においては他人の意思が自分の意思決定に影

響を及ぼすような，参加者間の相互作用を取り入れた

モデルの開発が進められており，ミーティング行動を

モデル化する上で考慮しなければならない重要な要素

であると言える．

生存時間分析とは，ある基準の時刻からある目的の

反応 (事象)が生起するまでの時間を解析対象とした分

析である5)．生存時間分析は，主に信頼性解析の分野に

おいて施設や機械の重病を予測するモデルとして開発

されたが，現在では信頼性解析のみならず多くの分野

で適用事例が報告されている6)．生存時間分析の中で，

競合リスクを考慮した分析が存在する．競合リスクと

は，目的の事象に複数の原因が存在し，ある 1つの原因

によって事象が観測されてしまえば，他の原因による

事象が観測できなくなるリスクのことで，起こりうる

死因として複数の疾患を考慮しなければならない場合

などに用いられてきた7)．Allison8)は，生存時間分析に

おいて離散時間を想定したモデルを定式化し，競合リ

スクや再発生するリスクについての適用について考察

している．この競合リスク生存時間分析による手法に

基づいて，人間の行動のタイミングを原因別，あるい

は種類別に分析している事例が報告されている．茂木9)

は，女性の未婚から結婚への移行を出会い方に応じて

競合リスク事象を定義し，競合リスクハザードを多項

ロジットモデルで表現し，それぞれの出会い方につい

て個人の属性が及ぼす影響について考察している．ま

た，三輪10)は，女性のキャリアパスに注目し，出産等

によって一度退職した女性がその後にたどるキャリア

別に競合リスク事象を定義し，個人属性が各キャリア

の形成に及ぼす影響について考察している．

本研究では，個人がミーティングの希望時間を決定

する際に影響する属性を特定し，その影響力を評価す

ることを目的としている．また，観測されるミーティン

グ時間は家族内において意思決定の相互作用が働いて

決定されていることに留意しなければならない．そこ

で本研究では，ミーティング形成時の相互作用を各個

人の意思の競合という形で取り入れ，個人属性の影響

力を競合リスクごとに評価することを試みる．

(2) 自発的ミーティング

ミーティングは大きく 2種類に分類することが出来

る．1つは「自発的ミーティング」，もう 1つは「強制的

ミーティング」である4)．前者は個人の自由意思によっ

て自発的に形成されるミーティングのことであり，後

者はミーティングの当事者の一方，あるいは第三者が

強制力を行使することにより実現することが義務付け

られるようなミーティングである．

本研究では，最も基本的なミーティングである家族

ミーティングを対象に研究を行う．家族でのミーティン

グを行いたい場合，家族の中の個人は自分の意思に従っ

て自由にミーティングの開催を提案することが出来る．

そのため，家族ミーティングは自発的ミーティングに

分類される．自発的ミーティングは，潜在的なミーティ

ング参加者全員の同意を前提に開催される．そのため，

ミーティングの開催は自由に提案できるが，達成され

るミーティング時間は自由に決定されず，家族全員の

同意に基づく時間が採用される．家族の中の個人はそ

れぞれ異なる属性を持っており，各個人が持つミーティ

ングへのインセンティブは異なる．そのため，個人が

希望するミーティング時間は異なる．ミーティングが

開催されるためには参加者全員の同意が必要となるた

め，実際に達成されるミーティング時間は最も短い時

間，つまりミーティングに対するインセンティブの最

も低い者の意思によって決定される．

このような自発的ミーティングの合意形成過程を，参

加者間の意思の競合として捉えることが出来る．つま

り，ミーティングの時間を決定する際に，各個人の希望

ミーティング時間が競合し，最終的にインセンティブ
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の最も低い者の意思が選択され，残りの者の意思は却

下されることとなる．このような，自発的ミーティン

グ形成過程における参加者間の相互作用（競合性）は

従来無視されてきたが，コミュニケーション行動をよ

り現実に近い形でモデル化するためには考慮すべきで

あろう．

(3) 家族ミーティング

家族において自発的に形成されるミーティングの種

類は数多く存在する．これらのすべてのミーティングの

形成を促すことの出来る政策は恐らくないだろう．そ

のため，家族ミーティングの中のどのような種類のミー

ティングの形成を促進させるかをあらかじめ決めてお

く必要がある．本研究において対象とする家族ミーティ

ングは，本来であれば十分な時間を取りたいと考えて

いるが，何らかの属性により短い時間しかとることが

出来ないものとする．換言すれば，家族団らんの１つ

として考えられる行為を対象とするということである．

このような家族ミーティングは家族内の帰属意識や良

好な関係を築く上で重要な役割を果たしており，結果

として社会，経済，文化の発展に極めて重要な役割を

果たしている．なお，具体的な活動内容については適

用事例において述べることとする．

家族の形態や家族を取り巻く環境は時代と共に変遷

してきており，現代においても多様な家族のあり方が

存在する．家族形態や家庭環境の違いは，各個人の家

族ミーティングに対するインセンティブに影響を及ぼ

す．しかし，ミーティングの種類によっては他の家族

と変わらない時間が実現されている場合もあるだろう．

このように，希望ミーティング時間は家庭の状況や家

族内における個人の立場に依存し，その影響の仕方や

度合いはミーティングの種類により異なる．

本研究では家族ミーティングの形成において，ミー

ティングへのインセンティブを妨げる個人の属性，及び

その度合いを評価することと同時に，本来では明示的

に得ることの出来ない，ミーティング時間の決定にど

の個人の意思が採用されているのかという情報も合わ

せて推定する．筆者の知る限りでは，このようなミー

ティングの参加者間の相互作用を考慮したような種々

のミーティング時間の分析事例は見あたらない．

3. モデルの構成

(1) 前提条件

本研究では，複数の人間が同じ時間に，同じ場所で，

同じ行動をすることをミーティングと定義する．この

定義より，ミーティングは単に知識・アイデアを共有す

る会議を示すだけでなく，家族や友人との買い物や食

事等も含むことになる．これらの複数想定される場面

の中で，本研究では家族内の個人同士によって行われ

るミーティング行動に焦点を当てる．本研究では，ミー

ティングは家族の中で最もミーティングへのインセン

ティブの低い個人の意思に基づいて終了され，その他

の人間はミーティングに参加する限り，自分の意思に

関わらずその時点でミーティングを終了しなければな

らないと考える．そのため実際に観測される家族ミー

ティング時間は，そのミーティングへのインセンティブ

が最も低い家族の中のある 1人の意思に基づいた時間

が代表値として観測されるのであり，その他の個人が

希望するミーティング時間は観測されずに打ち切りと

なる．そこで本研究では，誰の意思に基づいてミーティ

ングが終了したのかに応じて競合リスク事象をそれぞ

れ定義する．競合するリスク事象は対象とするミーティ

ングの参加者の数だけ存在し，それらのリスク事象が

競合した結果，その中の 1つの事象が発生するとする．

ある 1つのリスク事象が観測されると，その他のリス

ク事象は観測されずに打ち切りデータとなる．その上

で，ミーティング時間に関して生存時間分析を行い，あ

る個人の属性が希望するミーティング時間の決定に与

える影響を評価する．

このように考える上で，2つの点に留意する必要があ

る．1つは，打ち切りの取り扱いである．連続時間を仮

定するモデルにおいては，競合する各リスク事象が独

立に起こるという条件が成立する場合，競合するイベ

ントを右センサリングとして扱うことが出来る11)．本

研究では，各個人は他の個人の意思に関係なく希望す

るミーティング時間を決めるものとする．実際には合

意形成過程において自身の意思を譲歩する場合なども

考えられるが，本研究の目的はあくまでもミーティン

グ形成の制約となる属性を特定し，その度合いを評価

することにあるので，これらの影響は無視することと

する．

もう 1つは実際に発生した競合リスク事象の特定に

ついてである．本研究では，実証分析として社会生活

基本調査データ12)を用いることを前提としている．こ

のデータには，１）ミーティングの種類，２）ミーティ

ング時間，３）ミーティングの参加者，４）参加者の

属性が含まれている．しかし，家族の中の誰の意思が

採用されたのかという，ミーティングの終了原因の情

報は得ることが出来ない．そこで本研究では，潜在変

数を用いて参加者のうちどの個人の意思によってミー

ティングが終了されたのかを表し，パラメータ，及び潜

在変数を同時に推計する．
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(2) 個人のミーティング希望時間のハザードモデル

いま，家族 i(i = 1, · · · , n)による，ある種類 k(k =

1, · · · ,K) のミーティング時間を考える．この家族 i

は Li 人で構成されており，家族内の各個人を li(li =

1, · · · , Li)として表現する．

まず，家族 iにおける個人 li のみに着目し，個人 li

が希望するミーティング時間に関するハザードモデル

を定式化する．個人 li の意思によるミーティング kの

寿命を確率変数 ζkli と表す．ζkli は確率密度関数 fk
li
(ζkli)，

分布関数 F k
li
(ζkli)に従うと仮定する．ミーティング開始

から時間 tki が経過し，次の瞬間にミーティングを終了

する確率密度をハザード関数 λk
li
(tki )を用いて表現する．

この時，ハザード関数は，ミーティングが時間 tki まで

継続する生存確率 Sk
li
(tki )を用いて，

λk
li(t

k
i )∆tki =

fk
li
(tki )∆tki
Sk
li
(tki )

(1)

と表される．すなわち，ハザード関数 λk
li
(tki )は，ミー

ティングが開始されてから時間 tki が経過するまで個人

li の意思によってミーティングが終了されなかったと

いう条件下で，微小時間 [tki , t
k
i +∆tki )中に個人 liの意

思でミーティングを終了する，という条件付確率であ

る．希望するミーティング時間の長さは，個人の生活の

状況や環境により異なる．このことは，個人 li の希望

ミーティング時間のハザード関数が個人属性によって

変化することを意味する．ハザード関数が個人 li の属

性 xli に依存することを表現するため，

λk
li(t

k
i : xli) = λk

0li(t
k
i ) exp(β

k
rli

xli
′) (2)

という比例ハザードモデルを採用する8)．rli(rli ∈
(1, · · · , R))は，個人 li の続柄を表す．本研究では，続

柄の分類として父，母，祖父母，子供の計 4種類を考

える．このとき，R = 4 となる．λk
0rli

(t) は個人属性

xli が 0ベクトルとなる場合の，続柄 rli の個人が持つ

ハザードであり，基準ハザード関数と呼ばれる．基準

ハザード関数の推定については後で詳しく述べる．βk
rli

は，続柄 rli である個人の属性 xli がミーティング kの

希望時間に関するハザードに及ぼす影響を支配する未

知パラメータベクトルである．例えば，個人属性ベク

トルが P 個の要素 xli = (x1li , · · · , xPli)で表される場

合，パラメータベクトル βk
rli
は，βk = (βk

1 , · · · , βk
P )と

表される．また，′ は転置を表す．式（1）より，

λli(ti : xli) =
fli(ti : xli)

Sli(ti : xli)
= −

dSli
(ti:xli

)

dti

Sli(ti : xli)

=
d

dti
{− lnSli(ti : xli)} (3)

と変形できる．なお，式 (3)では添え字 k を省略して

おり，これ以降も省略することとする．Sk
li
(0 : xli) = 1

を考慮し，式（3）を積分すれば，∫ ti

0

λli(τ : xli)dτ = [− lnSli(τ : xli)]
ti
0

= − lnSli(ti : xli) (4)

を得る．以上より，個人 li のミーティング希望時間が

ti 以上となる確率 Sli(ti : xli)は，

Sli(ti : xli) = exp{−
∫ ti

0

λli(τ : xli)dτ}

= exp{−
∫ ti

0

λ0li(τ) exp(βrli

′xli)dτ}

= exp{− exp(βrli

′xli)

∫ ti

0

λ0li(τ)dτ} (5)

となる．

(3) 基準ハザード関数

基準ハザード関数を決定することは生存確率の分布

形を決めることと同値であり，モデルの構造形成に大

きな影響力を持つ．基準ハザード関数の推定方法とし

てパラメトリックな仮定に基づき推定する方法がある．

この方法は，ある特定の形によって基準ハザード関数

を規定すると扱いやすい生存確率分布を求めることが

でき，また比較的容易に推計を行うことが出来る．し

かし，基準ハザード関数に関してパラメータに基づく

制約条件を置くことになり，その条件が実際のデータ

と整合的であるという保証はない．また，基準ハザー

ド関数の決定の仕方によってパラメータの値が敏感に

変化するので，基準ハザード関数の決定に関して慎重

にならなければならない．そこで本研究では，基準ハ

ザード関数をノンパラメトリックに推定する方法を提

案する．

基準ハザード関数に特定の分布形を指定することな

く共変量の影響を支配するパラメータを推計する方法

として coxが提案した部分尤度法14)が挙げられる．こ

の方法は基準ハザード関数を特定することなく共変量

の影響を支配するパラメータを評価することが出来る

が，連続時間型の生存時間分布を仮定しているため，同

時に事象が発生するタイデータが n個含まれると n!通

りの場合分けをする必要があり，計算が複雑になってし

まう．本研究においては，観測される行動時間が 15分

間隔で表現されている．そのため多くのタイデータが

存在し，部分尤度法の適用が困難である．このような

場合，離散時間型の生存時間分析を適用することによ

り計算が容易になる．そこで，観測されるデータは離

散的な期間 [Tm, Tm+1]内のある時点において事象が発

生したという情報であると考える．このような例は計

量経済学において頻繁に発生しうる状況であり，本研

究においてもあてはまるものである．この離散的な期

間において，各期間の基準ハザード関数の値を推定す
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ることにより，自由度の高い基準ハザード関数を形成

することが可能となる．期間ごとに基準ハザード関数

の値を推定する方法として，累積基準ハザード関数の

各期間の値を直接推定する方法15)や，順序反応モデル

を使用した方法16)17)などが存在する．本研究では，前

者の累積基準ハザード関数の推定値を直接求める方法

を採用する．

いま，離散的な時刻 Tm (m = 1, · · · ,M)を考える．

個人 li において，ミーティングの希望時間が Tm より

も長いという条件下で，Tm+1以上となる条件付確率は

Pr[ζli ≥ Tm+1|ζli > Tm] =
S(Tm+1 : xl)

S(Tm : xl)

= exp

[
−
∫ Tm+1

Tm

λli(u)du

]

= exp

[
−
[∫ Tm+1

Tm

λ0rli
(u)du

]
exp(βrli

xli
′)

]
= exp

[
− exp[γrli (Tm) + βrli

x′
li ]
]

(6)

となる．ただし，

γrli (Tm) = ln

{∫ Tm+1

Tm

λ0rli
(u)du

}
(7)

である．γrli (Tm) は基準ハザード関数の，期間

[Tm, Tm+1]における累積値を支配するパラメータであ

り，その個数は対象とする期間における離散的な区間

の個数に一致する．このパラメータの推定を期間ごと

に行うことにより，基準ハザード関数を特定の分布形

に仮定することなく推計することができるため，複雑

な形をした基準ハザード関数にも対応することが可能

となる．ここで，基準ハザード関数は各期間内におい

て一定の値をとると仮定すると，各期間の基準ハザー

ド関数の値は γrli (Tm)の推定量 γ̂rli (Tm)を用いて，

λ0rli
(Tm) =

exp(γ̂rli (Tm))

Tm+1 − Tm
(8)

となる．

(4) 競合リスクハザードモデル

次に，家族 iの各個人によって，ミーティングを自分

の意思で終了させるという事象が競合する場合を考え

る．このとき，観測される事象は競合するリスク事象の

中で最も生存確率の低いものであり，その他のリスク事

象は無情報センサーとして扱われるものとする．ここで，

ミーティングを終了させた個人が仮に u(u = 1, · · · , Li)

であったとしよう．家族の中の個人の意思の競合を考慮

する場合，ミーティングが期間 [Tm, Tm+1]内において

個人 uによって終了されるということは，1）個人 uは，

時刻 Tmまでミーティングを終了せず，期間 [Tm, Tm+1]

にミーティングを終了させること（事象 1），2）個人

u 以外の個人は，時刻 Tm+1 までミーティングを終了

せず，そのまま観測打ち切りとなること（事象 2），と

いう 2つの排他的な事象が同時に生起することを意味

する．

まず，事象 1に着目する．個人 uの希望ミーティン

グ時間が時刻 Tm 以上となる確率は，

Pr[ζu ≥ Tm] = Su(Tm;xu)

=

Tm−1∏
T=T1

exp
[
− exp[γru(T ) + βrux

′
u]
]

(9)

となる．次に，期間 [Tm, Tm+1]において個人 uによっ

てミーティングが終了される確率は，

Pr[Tm ≤ ζu ≤ Tm+1]

= 1− exp
[
− exp[γru(Tm) + βrux

′
u]
]

(10)

となる．よって事象 1が生起する確率は(
1− exp

[
− exp[γru(Tm) + βrux

′
u]
] )

Tm−1∏
T=T1

exp
[
− exp[γru(T ) + βrux

′
u]
]

(11)

と表される．

次に，事象 2に着目する．事象 2が生起するために

は，家族 iのなかの個人 u以外の全ての個人の希望ミー

ティング時間が Tm+1 以上になる必要がある．そのた

め，事象 2が生起する確率は，

Li∏
li=1, ̸=u

Tm∏
T=T1

exp
[
− exp[γrli (T ) + βrli

x′
li ]
]

(12)

となる．ただし，符号
∏Li

li=1, ̸=uは u以外の liに関する

積であることを意味する．

次に，観測された全家族の全種類のミーティング

時間を表すベクトルを t = (t1, · · · , tK) とし，tk =

(tk1 , · · · , tkn) とする．また，Tm ≤ tki < Tm+1 を満た

す Tmを T k
i と表す．tが観測される同時生起確率（尤

度関数）L(γ,β : t,x)は，

L(γ,β : t,x)

=
K∏

k=1

n∏
i=1

 Li∑
u=1

Li∏
li=1

Tk
i∏

T=T1

pli,T ·

(
1− pli,Tk

i

pli,Tk
i

)δliu

(13)

となる．ただし，

pli,T = exp
{
− exp[γrli (T ) + βrli

x′
li ]
}

(14)

である．また，δkilu は家族 i の中のどの個人によって

ミーティングが終了されたかを表すダミー変数であり，

δkilu =

{
1 li = uの場合

0 その他の場合
(15)

とする．
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(5) 潜在変数の導入

前述のとおり，観測されるミーティング時間は家族

内のある個人によって決定されるため，その他の個人

にとって適切なミーティング時間を観測することはで

きない．また，観測されるのはミーティング時間のみ

であるので，誰の意志によってそのミーティングが終

了されたのかという情報は明示的には得られない．そ

こで，家族内のどの個人によってミーティングが終了

されたのかを示す潜在変数 ski (1 ≤ ski ≤ Li)を導入す

る．この潜在変数の導入により，本来観測不可能であ

るミーティングの終了要因を推計することが出来ると

ともに，尤度関数が簡略化され計算負荷を軽くするこ

とが出来る．ここでは仮に，潜在変数が観測できたと

考え，議論を進める．

潜在変数が観測可能な場合，尤度関数は

L(γ,β, s, t,x)

=
K∏

k=1

n∏
i=1

 Li∏
li=1

Tk
i∏

T=T1

pli,T ·

(
1− psk

i
,Tk

i

psk
i
,Tk

i

)　(16)

と表現できる．この操作を完備化（completion）とい

い，式（16）で表される尤度関数を完備化尤度関数とい

う．ただし，完備化尤度関数に含まれる潜在変数 sは，

本来観測されない変数である．そこで，完備化尤度関数

式（16）を用いて，潜在変数の確率分布を推計するこ

とを考える．完備化尤度関数を展開することにより，潜

在変数 sに関する全条件付事後分布を導出することが

出来る．ここで，sk−i = (sk1 , · · · , ski−1, s
k
i+1, · · · , skn)と

すれば，ベイズの法則より潜在変数 ski = mの全条件

付事後確率は，

Pr(ski = m|sk−i,γ,β, t,x)

=
L̃(ski = m, sk−i,γ,β, t,x)∑Li

m=1 L̃(ski = m, sk−i,γ,β, t,x)
(17)

と表せる．

本研究では，個人属性が各ミーティングへのインセ

ンティブに与える影響を表すパラメータ β，各ミーティ

ングにおける基準ハザード関数を支配するパラメータ

γ，そして各家族においてどの個人の意思が採用された

のか，換言すれば各家族においてどの個人が最もミー

ティングに対するインセンティブが低かったのかを示

す潜在変数 sを，式（16）で表される完備化尤度関数

を用いて推計する．その際，潜在変数を先験的に得る

ことができないため，通常の最尤法を適用することが

難しい．そのため，ベイズ統計学の汎用的な手法であ

るマルコフ連鎖モンテカルロ法（Malkov Chain Monte

Carlo法；以下，MCMC法と記す)を適用し，パラメー

タと潜在変数を同時に推計する．

4. 推計方法

(1) ベイズ推計

ベイズ統計学を利用した研究は 1960年代に始まり，

近年，計量経済分析の分野でベイズ推計を用いた実証

研究が数多く見られるようになった．ベイズ統計学は

主観的な事前分布を用いること，事後分布を求めるた

めに必要な計算が複雑かつ膨大な量になることが多く

適用することが困難であったことなどの理由で，ごく

最近まで真にベイズ的である応用実証研究は多くなかっ

た．しかし，コンピュータの計算能力の大幅な向上，及

び後述するMCMC法のベイズ統計学的応用により，ベ

イズ的な手法が適用できる分野が急速に広がり，ベイ

ズ統計学を用いた論文が増えている13)．

ベイズ統計においては，基本的に観測可能な変数と

パラメータの間には差異はなく，すべて確率変数と考

える．一般にベイズ推計法は，１）事前の経験情報な

どに基づいてパラメータの事前確率密度関数を設定す

る，２）新しく獲得したデータに基づいて尤度関数を

定義する，３）ベイズの定理に基づいて事前確率密度

関数を修正し，パラメータに関する事後確率密度関数

を得る，という手順を採用することになる．最尤法と

は異なり，未知のパラメータの確率分布が，事後分布

として求まる点にベイズ推計の特徴がある．

伝統的なベイズ統計学では，共役な事前分布，事後

分布を用いて，統計モデルのパラメータを推計する方

法が採用されている．しかしハザードモデルの場合，簡

単な指数ハザードモデルを用いても，共役事前確率分

布が存在しないことが知られている．共役事前確率分

布が存在しない場合，事後分布における基準化定数を

解析的に求めることは不可能であり，数値解析により

多重積分を求めることが必要となる．このことが，ベ

イズ統計学をハザード解析へ適用する際に，大きな障

害になっていた．しかしながら，近年，MCMC法をベ

イズ統計学の分野に用いることで，多重数値積分によ

り基準化定数を求めなくても，効率的に事後分布を求

めることが可能となった．代表的なMCMC法として，

ギブスサンプリング (Gibbs sampling)法，メトロポリ

ス・ヘイスティングス (Metropolis-Hastings：MHと略

す)法等が提案されている．前述の通り，尤度関数には

観測不可能な潜在変数が含まれており，通常の最尤法

やベイズ推計法を用いることが困難である．このよう

なことから，本研究では，MCMC法の１つであるMH

法を用いてモデルを推計する方法を提案する．

(2) MH法

本研究では代表的なMCMC法であるMH法13)を用

いて，パラメータ β,γ の標本サンプルを事後確率密度
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関数から抽出する．MH法では事後分布からのサンプ

リングが難しい場合に，これを近似するような分布（提

案分布と呼ぶ）からサンプリングを行う．さらに，目標

分布と提案分布の差異を修正するステップを含めるこ

とにより，目標分布からランダムサンプリングを行う

方法である．本研究ではパラメータを酔歩過程MH法

を用いてサンプリングする．酔歩過程MH法は推計さ

れるパラメータをある確率密度に従って酔歩させなが

らサンプリングする方法で，その確率密度が提案密度

となる．本研究では各パラメータを平均 0の正規分布

に従う酔歩過程

βk(N)
r,p − βk(N−1)

r,p ∼ N (0, (σk
r,p)

2) (18)

γ
k(N)
r,t − γ

k(N−1)
r,t ∼ N (0, (σk

r )
2) (19)

を用いてサンプリングする．ただし，N はサンプリン

グ回数である．正規分布の分散 (σk
r,p)

2, (σk
r )

2は，任意

に設定できるパラメータである．以下では，酔歩過程

MH法を用いたパラメータのサンプリング手順を取り

まとめる．

a) ステップ 1　初期値設定

提案分布 (18)，(19) の分散パラメータ σk
r,p, σ

k
r

の 値 を 任 意 に 設 定 す る ．潜 在 変 数 の 初 期 値

s(0) = (s1(0), · · · , sK(0)) を設定する．ただ

し，sk(0) = (s
k(0)
1 , · · · , sk(0)n ) である．パラメー

タ推計量の初期値 β(0),γ(0) を任意に設定す

る．ただし，β(0) = (β1(0), · · · ,βK(0)) であり，

βk(0) = (β
k(0)
1 , · · · ,βk(0)

R )，βk(0)
r = (β

k(0)
r,1 , · · · , βk(0)

r,P )

で あ る ．ま た ，γ(0) = (γ1(0), · · · ,γK(0))，

γ
(0)
k = (γ

k(0)
1 , · · · ,γK(0)

R )，γ
k(0)
r = (γ

k(0)
r,T1

, · · · , γk(0)
r,TM

)

である．これらの初期値の影響は，MCMC 法による

シミュレーション回数が蓄積されるにつれ，次第に薄

れていく．サンプリング回数N を N = 1とする．

b) ステップ 2　潜在変数の標本抽出

潜在変数 s(N−1) およびパラメータ推計量

β(N−1),γ(N−1) を与件として，新しい潜在変数

s(N) を標本抽出する．そのために，パラメータ推計量

β(N−1),γ(N−1)を与件として，式 (17)を用いて，潜在

変数 s(N) を標本抽出する．

c) ステップ 3　パラメータの標本抽出

ミーティングへのインセンティブに与える影響を示

すパラメータベクトル β(N)，および各ミーティングの

基準ハザードを支配するパラメータベクトル γ(N)の標

本を酔歩過程MH法により抽出する．まず，β(N)の標

本抽出について説明する．酔歩過程MH法によるパラ

メータの標本抽出法は以下のように整理できる．

ステップ 3-1

更新された潜在変数 s(N)，およびパラメータベクト

ル βk(N−1),γ(N−1) を与件とする．

ステップ 3-2

サンプリング回数 N，サブステップ qのパラメータ

ベクトル

βk(N,q)
r

= (β
k(N)
r,1 , · · · , βk(N)

r,q−1, β
k(N−1)
r,q , · · · , βk(N−1)

r,P ) (20)

を定義する．また，サブステップ q での酔歩過程にお

けるステップ幅ベクトル ϵNq = (0, · · · , 0, ϵNr,q, 0, · · · , 0)
（第 q要素のみが値 ϵNq をとる行ベクトル）を定義する．

酔歩過程の各ステップ幅は平均が 0の正規分布に従う

と仮定しているので，

ϵNr,q ∼ N (0, (σk
q )

2) (21)

が成立する．これらを与件として，以下を計算する．

α(N,q)

= min

[
L̃(s(N),γ(N−1),βk(N,q)

r + ϵNr,q,β
k(N−1)
−r )

L̃(s(N),γ(N−1),β(N,q)
r ),β

k(N−1)
−r

, 1

]
(22)

ただし，L̃は完備化尤度関数であり，,β
k(N−1)
−r は未知

パラメータベクトル β(N−1) から βk(N−1)
r の部分だけ

を取り除いたものである．

ステップ 3-3

区間 [0, 1]で定義される一様分布 U(0, 1)から，一様
分布 ω ∼ U(0, 1)を発生させ，β

k(N)
q を以下のルールに

従い決定する．

βk(N)
r,q =

{
β
k(N−1)
r,q + ϵNq ω≤α(N,q)の場合

β
k(N−1)
r,q その他の場合

(23)

以上の手続きを q = 1から q = P まで実施する．さら

に，r = 1 から r = R，k = 1 から k = K まで実施

する．

同様の方法で，γ(N)の標本抽出を行うことが出来る．

すなわち，ステップ 3-1において潜在変数とパラメータ

ベクトルを与件とする．ただし，β はすでに標本抽出

が終わっているので，最も新しいサンプル値 β(N)を与

件とする．ステップ 3-2において，サブステップ qを用

いたパラメータベクトル

γk(N,q)
r

= (γ
k(N)
r,T1

, · · · , γk(N)
r,Tq−1

, γ
k(N−1)
r,Tq

, · · · , γk(N−1)
r,TM

) (24)

を定義する．受容確率 α(N,q) として

α(N,q)

= min

[
L̃(s(N),β(N),γ

k(N,q)
r + ϵNq ,γ−k(N−1))

L̃(s(N),β(N),γ
(N,q)
r ,γ−k(N−1))

, 1

]
(25)

を計算し，ステップ 3-3において新しい標本値を以下の

ルールに従い，決定する．

γ
k(N)
r,Tq

=

{
γ
k(N−1)
r,Tq

+ ϵNq u≤α(N,q)の場合

γ
k(N−1)
r,Tq

その他の場合
(26)
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以上の手続きを q = 1から q = M，r = 1から r = R，

k = 1から k = K まで実施する．

d) ステップ 4　パラメータの更新

以上で求めた推計量の更新値 β(N),γ(N)を記録する．

N≤N の場合，N = N +1として，ステップ 2へ戻る．

そうでない場合，アルゴリズムを終了する．

なお，以上のアルゴリズムの初期段階においては，パ

ラメータの初期値設定の影響が残存している．このた

め，シミュレーション回数 N が十分大きな N に到達

するまでのパラメータ標本を除去することが望ましい．

このため，MH法で求めた β(N) 及び γ(N)(N = N +

1, N+2, · · · , N)をパラメータ標本と考える．以下では，

これらの標本を用いて，パラメータベクトル β,γ の事

後分布に関する各種の統計量を定義する．

(3) 事後分布に関する統計量

MCMC 法により得られた標本集合を用いて，パラ

メータベクトルに関する統計的性質を分析できる．

MCMC 法を用いた場合，パラメータの事後確率密度

関数を解析的な関数として表現することはできない．

得られた標本を用いてノンパラメトリックに分布関数

や密度関数を推計することとなる．以下では，パラメー

タベクトル βを例に話を進めるが，γ においても同様

の方法で種々の統計量を算出することができる．

いま，MCMC 法で得られた標本を β(N)(N =

1, · · · , N) と表そう．このうち，最初の N 個の標本は

収束過程からの標本と考え，標本集合から除外する．

その上で，パラメータの標本添字集合をM = {N +

1, · · · , N}と定義する．このとき，パラメータ βの同時

確率分布関数 G(β)は，

G(β) =
♯{β(N)≤β, N∈M}

N −N
(27)

と表すことができる．ただし，♯{β(N)≤β, N∈M}は論
理式 β(N)≤β，N∈Mが成立するサンプルの総数であ

る．また，パラメータ βk
r の事後分布の期待値ベクトル

µ̃(βk
r )，分散・共分散ベクトル Σ̃(βk

r )は，それぞれ

µ̃(βk
r ) = (µ̃(βk

r,1), · · · , µ̃(βk
r,P ))

=

 N∑
N=N+1

β
k(N)
r,1

N −N
, · · · ,

N∑
N=N+1

β
k(N)
r,P

N −N


(28a)

Σ̃(βk
r ) =


σ̃2(βk

r,1) . . . σ̃(βk
r,1β

k
r,P )

...
. . .

...

σ̃(βk
r,Pβ

k
r,1) . . . σ̃2(βk

r,P )

 (28b)

と表される．ただし，

σ̃2(βk
r,p) =

N∑
N=N+1

{βk
r,p(N)− µ̃(βk

r,p)}2

N −N
(29a)

σ̃(βk
r,pβ

k
r,q)

=
N∑

N=N+1

{βk
r,p(N)− µ̃(βk

r,p)}{βk
r,q(N)− µ̃(βk

r,q)}
N −N

(29b)

である．また，パラメータ標本を用いて，パラメータ

の信用区間を定義できる．たとえば，パラメータ βの

100(1 − 2ϵ)%信用区間は，標本順序統計量 βk,ϵ

r,p
，β

k,ϵ

r,p

(p = 1, · · · , P )

βk,ϵ

r,p
= argmax

βk∗
r,p{

♯{βk(N)
r,p ≤βk∗

r,p, N∈M}
N −N

≤ϵ

}
(30a)

β
k,ϵ

r,p = argmin
βk∗∗
r,p{

♯{βk(N)
r,p ≥βk∗∗

r,p , N∈M}
N −N

≤ϵ

}
(30b)

を用いて βk,ϵ

r,p
≤βk

r,p≤β
k,ϵ

r,p と定義できる．

5. 適用事例

(1) 適用事例の概要

本研究では，平成 23年に実施された社会生活基本調

査データを用いた実証分析を行う．この調査は総務省

によって 5年に 1度実施されており，生活時間の配分

や余暇時間における主な活動の状況など，国民の社会

生活の実態を明らかにするための基礎資料を得ること

を目的としている．平成 23年度においては，10月 15

日から 10月 23日までの 9日間のうち，調査区ごとに

指定された連続する 2日間に行われた．対象とされた

世帯数は約 8.3万世帯で，約 20万人の 10歳以上の世帯

員にアンケートを実施し，回答を得た．このうち，何の

ミーティングを，誰と，どのくらいの時間行ったのか，

に関するアンケート結果を本研究では使用する．サンプ

ル世帯数は 4259世帯，サンプル人数は 19982人であっ

た．これは，同じ個人が 2日間にわたって自分の行っ

た行動について解答しているため，実際にアンケート

に解答した人数はサンプル人数の半分である 9991人で

ある．1つのサンプル情報には市区町村番号，調査区番

号，世帯番号，世帯員番号が記載されており，これら

からどの世帯の何番目の人物かを判別することが出来

る．また，世帯主との関係と年齢も記載されており，そ

こからその個人の世帯における続き柄を予測すること

は概ね可能である．本研究では，20歳未満の人を「子

供」，20歳から 60歳までの男性を「父」，女性を「母」，

60歳以上の人を「祖父母」と分類し，それぞれのカテ

ゴリーにおいてパラメータを設定する．また，1人分の

情報しか存在しない世帯のデータは推計対象から除外
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した．

ミーティング時間に関して，データ上の問題が２つ

存在する．1つは，1日の中で行った合計のミーティン

グ時間が種類別にそれぞれの個人データとして記載さ

れているため，1日の中で複数回行ったミーティングに

関しても，複数回のミーティングとして判別すること

は難しいことである．また，記載されているミーティ

ング時間は行動主とその他のある 1人の個人との行動

時間であるため，3人以上で行われたミーティング時間

に関してはその正確な時間を抽出することが出来ない．

そこで本研究では，行動主が参加したミーティングを，

それぞれの個人ごとに行ったミーティングとして分割

し，推計することとした．例えば，ある個人が 1日の

中で合計 120分の食事を行い，朝食は 1人で 30分，昼

食は母と 30分，夕食は父，母と 60分であったとする

と，食事の項目には合計の行動時間として 120分，1人

で行動した時間として 30分，母と行動した時間として

90分，父と行動した時間として 60分と記載される．こ

の場合，本研究では母とのミーティングを 90分，父と

のミーティングを 60分行ったものとして推計を行う．

また，ミーティング時間は 15分間隔で記載されている

ため，本研究における離散的な期間の単位も 15分に定

める．

データの中には個人に関する多くの属性情報が記載

されている．具体的には，世帯主との続き柄，年齢，収

入，勤務形態，就業時間，健康状態，休暇取得日数，情

報機器の普段からの使用有無，介護の有無，自家用車

の有無，シングル家庭かどうか，不在者（単身赴任，入

院等）の有無，共働きの有無等である．これらの情報

の中から，家族ミーティングの形成に影響を及ぼしう

る説明変数を選択することとする．

(2) 説明変数の選択

アンケートの属性情報には膨大な情報量が含まれて

おり，すべてを説明変数として導入することは適切で

はない．また，本研究の目的は家族ミーティング形成

を妨げうる潜在的な要因を推定することであり，個人

の時間価値に影響を及ぼしうる属性を選択する必要が

ある．このことを念頭に，説明変数の選択を行う．

就業時間

就業時間が長ければ長いほど家庭に滞在する時間も

短くなり，必然的に家庭で行われることの多い家族ミー

ティングに費やせる時間は圧迫されていることが予想

される．

就業時間に関するダミー変数の定義として，正規雇用

者の労働時間を基準とし，1週間あたり 40時間以上の

労働を行う場合に 1，それ以外は 0をとるものとした．

自家用車の有無

自家用車がある場合，その家族の移動可能性は持っ

ていない家族に比べて飛躍的に増大することが予想さ

れる．ただし，買い物等の外出先で行う家族ミーティン

グにおいては，自家用車を運転できる個人の状況がそ

のミーティング形成時間を大きく左右していることも

予想される．また，自家用車のない家庭の方が移動可

能性が小さいため結果として家庭に滞在し，より長い

時間の家族ミーティングを形成している可能性も否定

できない．

自家用車に関するダミー変数の定義として，世帯で

自家用車を保有しており，かつ年齢が 18歳以上の場合

に 1，それ以外は 0をとるものとした．

シングル家庭かどうか

シングル家庭においては，親の仕事量が通常の倍と

なっているため，家族ミーティングの形成においては

親の影響がかなり大きいことが予想される．また，現

代においてはシングル家庭も増加傾向にあり，シング

ル家庭がどの家族ミーティング形成において困難とな

りうるのかを推定することは意義があるといえる．

シングル家庭に関するダミー変数の定義として，世

帯内に父，または母の続柄のどちらか一方のみと子供

が存在する場合にその両者に 1，それ以外は 0をとるも

のとした．

介護の有無

少子高齢化に伴い，介護の需要は今後増加していく

ことが予想される．介護は肉体的，精神的共に小さく

ない負担になると考えられ，結果として家族ミーティ

ングを形成しにくくなっていることは十分予想される．

介護に関するダミー変数の定義として，介護をして

いると回答した場合は 1，それ以外は 0をとるものと

した．

共働きの有無

両親が共働きであると，家庭に全員がそろうことが

少なくなる．また，家事に費やすことの出来る時間も

あまり取れないため，両親が家族ミーティングに割く

ことの出来る時間は少ないことが予想される．

共働きに関するダミー変数の定義として，共働きと

回答した場合はその世帯の構成員すべてにおいて 1，そ

れ以外は 0をとるものとした．

10歳未満の子供の有無

小さい子供がいる場合，その子供の育児にかける時

間が多くなるため，ある種類の家族ミーティングは抑

制されることが予想される．また，子供が小さいとき

は両親が積極的に家庭に滞在しようとすることも考え

られるため，家族ミーティングの形成に影響を与えて

いることは十分予想される．
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10 歳未満の子供の有無に関するダミー変数として，

存在する場合はその世帯の構成員すべてにおいて 1，そ

れ以外は 0をとるものとした．

(3) ミーティング内容の選択

社会生活基本調査から集計することができた行動は

全部で 92種類存在する．説明変数と同様に，これらす

べての行動種類に対して分析を行うことはほぼ不可能

であり，適切ではない．そのため，これらの行動の中

から本研究に即した行動を選択する必要がある．本研

究では，家族団らんを構成する行動を家族ミーティン

グとして採用する．具体的には，家族内でのコミュニ

ケーションの活性化が期待できる行動であり，長時間

とることが社会的にも望ましいものである．そこで本

研究では，家族ミーティングの内容として買い物，食

事，交際，教養趣味娯楽，マスメディアを対象にする

ことを予定している．

(4) 推計結果

推計結果については，発表当日に示すこととする．
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